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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この法人規則は、職員等の産学官連携活動等に伴い生じる利益相反問題に適切に対処する

ことにより、国立大学法人筑波大学（以下「法人」という。）が行う産学官連携活動等を推進す

るとともに、法人及び職員等の社会的信用及び名誉を保持することを目的とする。 

 

 （基本方針） 

第２条 利益相反は、法人が社会との連携を深めていく上で日常的に生じ得ることであり、それら

を放置することなく適切に対処することは、法人が社会からの信頼を維持し、職員等の名誉を確

保していく上で不可欠の課題であるとの認識の下に、産学官連携活動等に伴い生じる利益相反に

法人として組織的かつ効果的に取り組んでいくものとする。 



 

 
 

２ 産学官連携活動は、法人が社会からの多様な要請に応えて課題の解決に貢献していくための重

要な手段の一つであることに鑑み、利益相反に取り組むに当たっては、産学官連携活動を委縮さ

せることのないよう、留意しなければならない。 

 

 （定義） 

第３条 この法人規則において「職員等」とは、法人の役員及び職員をいう。 

２ この法人規則において「産学官連携活動」とは、次の各号のいずれかに該当する活動をいう。 

 (1) 受託研究（国立大学法人筑波大学外部資金研究取扱規則（平成１６年法人規則第４１号。

以下この号及び次項において「外部資金研究取扱規則」という。）第２条第１号に規定する受

託研究をいう。以下同じ。）、共同研究（外部資金研究取扱規則第２条第２号に規定する共同

研究をいう。以下同じ。）、学術指導（外部資金研究取扱規則第２条第３号に規定する学術指

導をいう。）、特別共同研究事業（外部資金研究取扱規則第２条第４号に規定する特別共同研

究事業をいう。）その他の法人と企業等が連携して行う研究その他の活動 

 (2) 法人が受け入れる寄附金等（国立大学法人筑波大学寄附金等取扱規程（平成１８年法人規

程第３２号）第１条に規定する寄附金等をいう。ただし、寄附者が個人名義のものを除く。

以下同じ。） 

 (3) 職員等が、企業等において自らの研究の成果等を活用して研究その他の活動を行うため、

国立大学法人筑波大学本部等職員就業規則（平成１７年法人規則第７号）その他の法人の規

則の規定に基づき、法人の許可を受け、又は法人に届け出て行う兼業 

 (4) 職員等が、法人における研究の成果等を活用して事業を行う企業等に対してする出資 

 (5) 法人が、大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法

律（平成１０年法律第５２号）第２条第１項の特定大学技術移転事業に対して行う出資 

(6) 法人が、産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２１条に基づいて行う出資並び

に人的及び技術的援助の業務 

(7) 職員等又は法人が、自ら有する知的財産権（国立大学法人筑波大学知的財産規則（平成１

６年法人規則第１２号）第２条第１項に規定する知的財産権をいう。第１５条第１項におい

て同じ。）を企業等に実施させ、又は譲渡する行為 

(8) 前各号に定めるもののほか、国等の制度により産学官連携活動として位置付けられたもの 

３ この法人規則において「企業等」とは、外部資金研究取扱規則第１条に規定する企業等をいう。 

 

第２章 業務の実施体制 

 

 （利益相反に関する業務を行う特別な組織） 

第４条 本部に、利益相反に関する業務（利益相反に該当しないが、法人以外の者から利益相反と

認識され、又は認識されるおそれがある状況に係る業務を含む。）を一体的に行うため、国立大

学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則（平成１６年法人規則第１号）第３５条第１

項に規定する特別な組織を置く。 

２ 前項の特別な組織に関し必要な事項は、法人規程で定める。 

 

 （利益相反委員会の設置） 

第５条 前条第１項の特別な組織に、利益相反に関する事項を審議するため、学内の各部局からの

推薦に基づき学長が指名する大学教員その他の職員等により構成する利益相反委員会を置く。 

２ 利益相反委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、法人規程で定める。 



 

 
 

 

 （利益相反アドバイザリーボードの設置） 

第６条 第４条第１項の特別な組織に、利益相反委員会の審議の適正と客観性を担保するため、第

１２条第１項の学長の勧告に対する職員等の異議申立てその他利益相反に関する事項を審議す

る機関として、外部の有識者により構成する利益相反アドバイザリーボードを置く。 

２ 利益相反アドバイザリーボードの組織及び運営に関し必要な事項は、法人規程で定める。 

 

 （利益相反アドバイザーの設置） 

第７条 第４条第１項の特別な組織に、利益相反に関する企画、調査研究、アドバイス等の支援、

普及等の業務に従事するため、利益相反アドバイザーを置く。 

２ 利益相反アドバイザーの指名その他その設置に関し必要な事項は、法人規程で定める。 

 

第３章 研究計画の利益相反に関する審査 

 

 （研究計画の利益相反に関する審査） 

第８条 ヒトを対象とする研究その他研究計画の利益相反に関する審査については、それぞれの専

門とする研究分野に関連して審査するため、国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関す

る規則第４７条第１項に規定する系又は同規則第６２条第１項に規定する附属病院に置かれる

利益相反委員会又は研究倫理審査委員会において、行うものとする。 

 

第４章 個人としての利益相反 

  

 （個人としての利益相反の定義） 

第９条 この法人規則において「個人としての利益相反」とは、次の各号のいずれかに該当するも

のをいう。 

(1) 職員等の企業等から得る産学官連携活動等に係る個人的な利益が、法人における当該職

員等の責任と相反する状況にあること。 

(2) 職員等の産学官連携活動等に係る兼業（第３条第２項第３号に規定する兼業をいう。以下

同じ。）先に対する責任が、法人における当該職員等の責任と相反する状況にあること。 

 

 （個人的な利益の報告） 

第１０条 職員等は、各年度において、企業等から、次の各号のいずれかに該当する産学官連携活

動等に係る個人的な利益を受けたとき（第２号の適用に限り当該職員等の配偶者及び生計を一に

する一親等内の親族が個人的な利益を受けたときを含む。以下同じ。）は、別に定める様式によ

る自己申告書を、翌年度の５月末日までに、所属長を経由して（所属長がない場合にあっては、

直接）学長に報告しなければならない（次項の規定により既に報告済みであるものを除く。）。た

だし、企業等が企業以外の国内の公共的機関（国、地方公共団体、大学、独立行政法人等）であ

るときは、この限りでない。 

(1) 兼業に係る報酬、研究成果の実施料収入若しくは売却による収入（国立大学法人筑波大学

職務発明規程（平成１６年法人規程第５号）第９条の規定に基づき法人により支払われる補

償金を除く。）又は企業等から若しくは企業等の資金を原資として法人から給与の全部若し

くは一部が支払われるとき当該給与の全部若しくは一部（企業等から得たこれらの個人的

な利益が合計１００万円以上であるときに限る。） 



 

 
 

(2) 株式等（法人と共同研究契約その他の契約関係にある企業等の株式等に限る。この場合に

おいて、株式が未公開か公開かを問わない。ただし、未公開株式にあっては全て。公開株式

にあっては、発行済み株式総数の５％以上に相当する場合に限る。また、新株予約権、合同・

合名・合資会社を包含する持分会社の持分等を含む。以下同じ。）の保有（当該年度前に取得

した株式等の保有を含む。） 
(3) 第１号に掲げるもののほか、企業等から職員等に対して提供される法人の管理下にない

金銭、物品、役務等であって職務に関連するもの又は職務の信頼性を損なうおそれのある

もの 
２ 前項各号に定める産学官連携活動等に係る個人的な利益を新たに取得し、又は報告したも

のに変更があったときは、随時学長に報告しなければならない。ただし、前項第１号に規定す

るものの報告については、各年度において取得する見込みの個人的な利益の合計が１００万

円以上である場合に限るものとする。 
 

 （審査の付託及び勧告） 

第１１条 学長は、職員等から前条の報告があった場合は、必要に応じて、事実関係の調査及び次

に掲げる措置を勧告すべきか否かの審議を、第４条第１項の特別な組織に付託するものとする。 

 (1) 兼業先企業等の役員の辞任 

 (2) 株式等の譲渡 

 (3) 産学官連携活動等の計画変更 

 (4) その他必要な措置 

２ 学長は、前項の審議の結果、職員等の行為が産学官連携活動等の公正な実施を阻害するととも

に、法人及び職員等の社会的信用及び名誉を毀損するおそれがあると判断したときは、当該職員

等に対し、前項に規定する措置を勧告することができる。 

 

 （異議申立て） 

第１２条 職員等は、前条第２項の勧告に不服があるときは、学長に対し、異議申立てをすること

ができる。 

２ 前項の異議申立ては、勧告を受けた日の翌日から起算して３０日以内にしなければならない。 

３ 第１項の異議申立てがあったときは、学長は、当該異議申立てについて、利益相反アドバイザ

リーボードに付託するものとする。 

 

第１３条 前条第３項の付託に係る審議の結果、異議申立てに理由がないとされたときは、学長は、

異議申立てをした職員等に対し、その旨を通知するものとする。 

２ 前条第３項の付託に係る審議の結果、異議申立てに理由があるとされたときは、学長は、当該

勧告を取り消し、又は変更するものとする。 

 

第５章 組織としての利益相反 

 

（組織としての利益相反の定義） 

第１４条 この法人規則において「組織としての利益相反」とは、次の各号のいずれかに該当す

るものをいう。 



 

 
 

 (1) 法人が外部から金銭的利益を得ていること又は外部の企業等と特別の関係にあることが、

研究及び教育その他法人の活動に影響を及ぼすおそれのあること、又は影響を及ぼすおそれ

のあるように見えること。 

 (2) 法人のために意思決定を行う権限を有する学長、理事、副学長又は学術院長、学群長、総

合学域群長、系長、附属図書館長、附属病院長若しくは附属学校教育局教育長等が外部から

金銭的利益を得ていること又は外部の企業等と特別の関係にあることが、研究及び教育その

他法人の活動に影響を及ぼすおそれのあること、又は影響を及ぼすおそれのあるように見え

ること。 
 

 （法人が外部との関係で特別の利益を保有している場合） 

第１５条 法人が外部の企業等に対して知的財産権若しくは株式等を保有している場合又は外部

の企業等から寄附金等を受けている場合等において、当該企業等の物品を購入し、若しくは役務

の提供を受け、又は当該企業等と受託研究若しくは共同研究等を実施するための契約を締結しよ

うとするときは、法人の契約担当役又はその権限を委任された者（専決者又は代理決裁者を含む。）

は、別に定めるところにより、利益相反アドバイザーに連絡するものとする。 

２ 前項の連絡を受けた利益相反アドバイザーは、契約の締結が適切かどうかを判断し、不適切で

あると判断した場合は、その旨契約担当部署に連絡するものとする。適切であると判断した場合

でも、利益相反の状況の軽減に資する措置を助言することができる。 

３ 前項の場合において、利益相反アドバイザーは、事案の重要性及びその深刻度に応じて、判

断をする前に、利益相反委員会又は利益相反アドバイザリーボードと協議することができる。

なお、利益相反アドバイザーが、自ら取るべき措置を判断した場合においては、直近に開催さ

れる利益相反委員会及び利益相反アドバイザリーボードに報告し、その了承を得なければなら

ない。 

 

（法人の意思決定権者が外部との関係で特別の利益を保有している場合） 

第１６条 学長、理事、副学長又は学術院長、学群長、総合学域群長、系長、附属図書館長、附属

病院長若しくは附属学校教育局教育長等（配偶者及び生計を一にする一親等内の親族を含む。）

が外部の企業等から金銭的利益を得ている場合又は外部の企業等と特別の関係にある場合等に

おいて、法人が当該企業等の物品を購入し、若しくは役務の提供を受け、又は当該企業等と受託

研究若しくは共同研究等を実施するための契約等を締結しようとするときは、当該意思決定を行

う権限を有する者（権限の委任を受けた者又は専決者若しくは代理決裁者を含む。）は、別に定

めるところにより、利益相反アドバイザーに連絡するものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、利益相反アドバイザーが前項の連絡を受けた場合に、準用す

る。 

 

 （関係部局等による情報の共有） 

第１７条 単一の企業等から年度当たり一定額を超える寄附金等を受け取った場合は、別に定める

ところにより、関係部局等において情報を共有するとともに、当該部局等の研究倫理審査委員会

又は利益相反委員会において、研究計画を審査する際には、研究者から自己申告のない場合にお

いても、研究倫理審査を行うに当たっては、当該情報の有無を確認するものとする。 

２ 組織としての利益相反マネジメントを行うために必要な産学官連携活動等に関する情報につ

いては、別に定めるところにより、関係部署において情報を共有するものとする。 

 



 

 
 

第６章 雑則 

 

 （情報の公開） 

第１８条 利益相反に関しては、法人においてできる限り情報公開に努め、特に、利益相反委員会

及び利益相反アドバイザリーボードにおける審議結果については、個人情報として保護しなけれ

ばならない事項を除いて、公開するものとする。 

 

 （文書の管理及び保存） 

第１９条 利益相反に関する文書は、第４条第１項の特別な組織において、適切に管理するととも

に、原則として１０年間保存するものとする。 

 

 （委任） 

第２０条 この法人規則に定めるもののほか、利益相反に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

１ この法人規則は、平成１７年１１月１日から施行する。 

２ 平成１８年５月末日までにする個人的な利益の報告は、第４条の規定にかかわらず、この法人

規則の施行日から平成１８年３月末日までに受けた産学官連携活動に係る個人的な利益に限る

ものとする。 

 

   附 則（平１９．２．２２法人規則７号） 

 この法人規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１９．７．２７法人規則４４号） 

 この法人規則は、平成１９年７月２７日から施行する。 

 
   附 則（平２１．９．２４法人規則４８号） 
 この法人規則は、平成２１年９月２４日から施行し、改正後の国立大学法人筑波大学利益相反

規則の規定は、同年４月１日から適用する。 
 

附 則（平２４．９．２７法人規則５８号） 
 この法人規則は、平成２４年９月２７日から施行し、改正後の国立大学法人筑波大学利益相反

規則の規定は、同年４月１日から適用する。 
 

附 則（平２７．４．２３法人規則２８号） 
１ この法人規則は、平成２７年５月１日から施行する。 
２ 国立大学法人筑波大学利益相反に関する法人細則（平成１９年法人細則第２号）は、廃止す

る。 
 
   附 則（平２８．２．１８法人規則１２号） 
 この法人規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平２９．９．２１法人規則３０号） 



 

 
 

 この法人規則は、平成２９年１０月１日から施行する。 
 
   附 則（平３０．１０．２５法人規則４９号） 
 この法人規則は、平成３０年１１月１日から施行する。 

 
附 則（令元．１２．２６法人規則３２号） 

（施行期日） 
１ この法人規則は、令和２年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則の一部を改正する法人規則（令和

元年法人規則第１５号）附則第３条の規定によりなお従前の例によるとされた研究科の研究科

長に係る第１４条第２号及び第１６条第１項の規定の適用については、この法人規則による改

正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
 
   附 則（令２．３．２６法人規則３４号） 
 この法人規則は、令和２年４月１日から施行する。 
  
   附 則（令４．２．２４法人規則 ９号） 
 （施行期日） 
１ この法人規則は、令和４年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 令和３年度において受けた個人的な利益の報告については、この法人規則による改正後の第

１０条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
 

附 則（令４．３．２４法人規則４０号） 
 この法人規則は、令和４年４月１日から施行する。 
 


